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担当部署:　消防本部 予防課　
	処分の概要
	第一種製造者の製造等の許可の取消し又は製造等の停止の命令

	法令名
根拠条項
	高圧ガス保安法　第38条第1項

	法令番号
	昭和26年法律第204号

	【基準】
　法第38条第1項の規定による。
(許可の取消し等)
第38条　都道府県知事は、第1種製造者又は第1種貯蔵所の所有者若しくは占有者が次の各号のいずれかに該当するときは、第5条第1項若しくは第16条第1項の許可を取り消し、又は期間を定めてその製造若しくは貯蔵の停止を命ずることができる。ただし、第1種貯蔵所の所有者又は占有者にあつては、第6号の規定については、この限りでない。
(1)　第11条第3項、第15条第2項、第18条第3項、第26条第2項若しくは第4項、第27条第2項、第34条若しくは次条第1号若しくは第3号の規定による命令又は同条第2号の規定による禁止若しくは制限に違反したとき。
(2)　第14条第1項又は第19条第1項の規定により許可を受けなければならない事項を許可を受けないでしたとき。
(3)　第20条第1項又は第3項の完成検査を受けないで、高圧ガスの製造のための施設又は第1種貯蔵所を使用したとき。
(4)　第27条の2第1項、第3項、第4項若しくは第7項(第27条の3第3項において準用する場合を含む。)、第27条の3第1項若しくは第2項又は第27条の4第1項の規定に違反したとき。
(5)　第65条第1項の条件に違反したとき。
(6)　第7条第2号から第4号までに該当するに至つたとき。
2　都道府県知事は、第2種製造者、第2種貯蔵所の所有者若しくは占有者、販売業者又は特定高圧ガス消費者が次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定めてその製造、貯蔵、販売又は消費の停止を命ずることができる。
(1)　第12条第3項、第15条第2項、第18条第3項、第20条の6第2項、第24条の3第3項、第34条若しくは次条第1号若しくは第3号の規定による命令又は同条第2号の規定による禁止若しくは制限に違反したとき。
(2)　第28条第1項又は第2項の規定に違反したとき。

※大阪府産業保安行政事務に係る事務処理の特例に関する条例第3条による事務移譲
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	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	令和5年4月30日
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